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特定個人情報保護委員会（第３４回）議事概要 

 

１ 日時：平成２６年１２月２日（火）１４：００～１５：００ 

２ 場所：特定個人情報保護委員会委員会室（三会堂ビル８階） 

３ 出席者：堀部委員長、阿部委員、手塚委員 

      其田事務局長、松元総務課長 

４ 議事の概要 

（１）議題１：特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）

について 

   事務局から資料について説明があった。 

   阿部委員から「ガイドライン３ページの特定個人情報の定義において、

『※生存する個人の個人番号についても、特定個人情報に該当する（番号法

第３７条参照）』と記載されているが、どういう趣旨か」という旨の発言が

あった。これに対し事務局から「生存する個人の個人番号については、個人

番号だけでも特定個人情報に該当することを明らかにするために念のため

記載している」という旨の発言があった。 

   原案のとおり了承され、ガイドラインについて公布し、意見募集の結果及

びＱ＆Ａについてホームページにて公表することとなった。 

 

（２）議題２：情報提供ネットワークシステムの運営に関する事務全項目評価

書について 

   事務局から、特定個人情報保護評価指針に定める「審査の観点」及び「審

査の観点における主な考慮事項」に基づき、情報提供ネットワークシステム

の運営に関する事務全項目評価書の特定個人情報保護評価指針への適合性

及び妥当性について審査した結果について説明があった。 

   本評価書について承認され、総務省に対し、評価書が承認された旨及び承

認後に評価書に記載すべき委員会の審査結果等について通知することとな

った。 

 

（３）議題３：その他について 

   事務局から第２６回委員会の議事概要案について説明があった。原案の

とおり了承され、ホームページに掲載することとなった。 

   手塚委員の海外渡航について承認された。 

 

以上 

  



  



特定個人情報保護委員会（第３５回）議事概要 

 

１ 日時：平成２６年１２月１６日（火）１５：００～１６：００ 

２ 場所：特定個人情報保護委員会委員会室（三会堂ビル８階） 

３ 出席者：堀部委員長、阿部委員、手塚委員 

      其田事務局長、松元総務課長 

４ 議事の概要 

（１）議題１：特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関

等・地方公共団体等編）について 

   事務局から資料について説明があった。 

   原案のとおり了承され、ガイドラインについて公布し、意見募集の結果に

ついてホームページにて公表することとなった。 

 

（２）議題２：独自利用事務に係る情報連携に関する委員会規則の論点整理に

ついて 

   事務局から資料について説明があった。 

   手塚委員から「いわゆる横出し等について委員会規則により情報連携す

るケースは、その内容について一定の整理が必要である」という旨の発言が

あった。これに対し事務局から「横出し等に該当する事務は、その事務の趣

旨・目的と別表事務の根拠法令における趣旨・目的が同一であり、事務に類

似性が認められ、かつ、情報提供者、提供を求める特定個人情報等が別表事

務とほぼ同一である事務に限られることになるが、地方公共団体の御意見

も聞きながら、更に検討していきたい」という旨の発言があった。引き続き、

委員会規則について検討することとなった。 

 

（３）議題３：情報提供ネットワークシステムの運営に関する事務全項目評価

書の公表について 

   事務局から、第３４回委員会において承認した標記評価書を総務省が公

表したことについて報告があった。 

 

（４）議題４：その他について 

   番号法第１９条第１２号に準ずるものとして同条第１４号の規定に基づ

き定める委員会規則の制定方針について、事務局から、特定個人情報の提供

制限の例外として認める必要性が特に高いものを委員会規則として規定し

ようと考えている旨の説明があった。阿部委員から「第１２号には政令で定

めた場合に提供できる旨の規定があることから、政令ではなく委員会規則



で定めなければならない理由をきちんと整理する必要がある」という旨の

発言があり、これに対し事務局から「整理したい」という旨の発言があった。

引き続き、委員会規則について検討することとなった。 

   行政機関等における特定個人情報保護評価の実施見込み等について、事

務局から資料の説明があった。資料について行政機関等に提供することと

なった。 

   公的年金業務等に係る特定個人情報保護評価の実施時期に係る厚生労働

省からの協議について、事務局から説明があった。これについては、特定個

人情報保護評価指針第６の１に基づき、プログラミング開始前の適切な時

期に特定個人情報保護評価を実施することで差し支えないこととなった。 

   経済産業省が個人情報の保護に関する法律に係る経済産業分野を対象と

するガイドラインを改正したことについて、事務局から報告があった。 

   事務局から第２７回、第２８回及び第２９回委員会の議事概要案につい

て説明があった。原案のとおり了承され、ホームページに掲載することとな

った。 

    

以上 

 


